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陳情番号 ５４ 付議年月日 ６ ． １ ２ ． ３  

件  名 「再審法改正を求める意見書」採択について陳情 

法 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

総務政策常任委員会 

横浜市中区日本大通９番地 

神奈川県弁護士会 

会長 岩 田 武 司 

【陳情の趣旨】 

 「再審法改正を求める意見書」を採択し、関係行政機関へ提出してください。 

 

【陳情の理由】 

 やってもいない犯罪で有罪とされる「えん罪」は、犯人とされた方やご家族の人生を破壊し、

時には生命さえ奪いかねない最大の人権侵害です。このようなえん罪被害者を救済するための制

度が「再審」であり、その手続を定めた法律のことを「再審法」と呼んでいます。具体的には、

刑事訴訟法第四編「再審」がこれに当たります。 

 しかし、現行法には、再審請求手続の審理のあり方に関する規定はほとんどなく、裁判所の広

範な裁量に委ねられている状況にあります。このように、「再審のルール」が存在しないことか

ら、えん罪被害の救済に向けて充実した審理を行う裁判所がある一方で、職権行使に消極的な裁

判所もあるなど、事件を担当する裁判官によって再審請求手続の審理のあり方に大きなばらつき

が生じています。 

 その中でも、とりわけ大きな問題となっているのが証拠開示の問題です。過去の多くの事件で

は、警察や検察庁といった捜査機関の手元にある証拠が再審段階で明らかになって、それがえん

罪被害を救済するための大きな原動力となっています。 

 しかし、現行法では、そのような証拠を提出させる（開示させる）ことを定めた明文の規定が

なく、この点も裁判所の広範な裁量に委ねられています。 

 その結果、請求人（元被告人）の無実を示す証拠が裁判所に提出されず、えん罪被害が救済さ

れないことも起こり得ます。しかも、いったん裁判所が再審開始決定を行っても、検察官がこれ

に不服申立てを行う場合があり、えん罪被害者の速やかな救済が遅れる原因となっています。 

現在の再審制度は、裁判のやり直しをするか否かを審理・決定する再審請求手続と、やり直し

の裁判で改めて有罪・無罪を判断する再審公判の二段階の手続となっています。つまり、再審請

求手続というのは、裁判のやり直しをするか否かを決定する前さばきの場にすぎません。 

 したがって、再審請求手続において再審開始決定が出た場合には、速やかに再審公判の手続に

移行し、公開の法廷において、改めて有罪・無罪の判断を行う審理をすべきであって、再審開始

決定それ自体に対する不服申立ては法改正によって制限されるべきであると考えます。 

 再審請求を行った方の中には、結果を知ることなく亡くなった方もいますし、相当の高齢とな

る方もいます。このように、えん罪被害を申し出た方の救済には、気が遠くなるほどの時間がか 
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かっているのが実情です。２０２４年９月２６日には、静岡地方裁判所において、いわゆる袴田

事件の再審公判手続において無罪の判決が出され、その後確定したことについては、記憶に新し

いところですが、事件発生から５８年目のことであり、その間袴田さんは死刑囚として扱われま

した。また、同年１０月２３日には名古屋高等裁判所金沢支部において、いわゆる「福井女子中

学生殺人事件」第２次再審請求事件について、再審開始決定が出されましたが、こちらも事件発

生から３８年が経過しています。 

 

 日本弁護士連合会は、２０１９年（令和元年）１０月４日に開催された人権擁護大会において、

再審請求手続における全面的な証拠開示の制度化と、再審開始決定に対する検察官の不服申立て

禁止を含む再審法の改正を求める決議を全会一致で採択しました。 

 そして、２０２４年（令和６年）３月１１日には、与野党１３４名の国会議員の参加を得て、

超党派で「えん罪被害者のための再審法改正を実現する議員連盟」が結成され、参加議員の数も

日々増えている状況です。このように、再審法改正の問題が国会議員にも喫緊の政治的課題とし

て認識され、再審法改正に向けた機運は高まりつつあります。しかし、法務省は、今なお再審法

改正に消極的な姿勢を崩していません。したがって、再審法改正を実現するためには、何よりも

世論の後押しが必要です。 

 全国の地方議会で再審法改正を求める意見書を採択していただくことは、広範な世論を形成す

る上で大きな意義があり、２０２４年（令和６年）１０月の時点で、すでに４２０を超える地方

議会で再審法改正を求める意見書が採択されています。しかし、再審法改正に向けた流れをより

確実なものとするためには、さらに多くの地方議会で同様の意見書を採択していただきたいと考

えています。 

 そこで、貴議会におきましても、同趣旨の意見書を採択していただきたく、お願い申し上げる

次第です。 

 多数の議会において意見書を採択していただき、多くの意見書を政府・国会に届けることで法

改正につなげることができるものと考えております。ぜひとも御協力いただきますようお願い申

し上げます。 
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陳情番号 ９９ 付議年月日 ８ ． ５ ． １ ８  

件  名 憲法改正発議に関する慎重審議及び十分な国民的議論の確保を求める意見書提出

に関する陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

総務政策常任委員会 
横浜市都筑区東山田２－１９－１３ 

池 田 珠 美 

【第１ 法的根拠】 

 

本陳情は、以下の明確な法的根拠に基づき提出するものである。 

 

1．地方自治法第99条（意見書提出権） 

普通地方公共団体の議会は、当該団体の公益に関する事件につき意見書を国会又は関係行政庁に

提出することができる。 

 

憲法改正発議は、地方自治体の財政・安全保障体制・条例運用・住民生活に重大な影響を及ぼす

ため、「当該団体の公益」に明確に該当する。 

 

2．地方自治の本旨（憲法第92条） 

 

地方自治は国政に対する地域意思の反映を制度的に保障するものであり、議会が意見書を提出す

ることはその本質的機能である。 

 

3．県議会会議規則（陳情規定） 

 

本件は議会の審査対象とすべき公益性を有する重大事項である。 

 

4．日本国憲法第16条 

 

何人も、損害の救済、法律・命令の制定改廃等に関し、平穏に請願する権利を有する。 

請願権は国民の基本的人権であり、国家権力に対する制度的統制機能を有する。 

 

【第２ 陳情事項】 

 

神奈川県議会において、地方自治法第99条に基づき、下記内容を含む意見書を国会及び関係行政

機関に提出されたい。 

 

【意見書】 

 

憲法改正発議に関する慎重審議と十分な国民的議論の確保を求める意見書 

 

現在、国会において憲法改正に関する議論が進められている。 
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憲法は国家の基本原理を定める最高法規であり、その改正は、 

 

・統治構造 

・基本的人権の保障 

・安全保障政策 

・財政運営 

・地方自治制度 

 

等、広範かつ長期にわたり国民生活及び地方行政に重大な影響を及ぼす。 

 

特に地方公共団体においては、 

 

・安全保障政策変更に伴う住民保護体制の再構築 

・財政負担構造の変動 

・条例運用への直接的影響 

・自治権限の範囲変更 

など、具体的かつ現実的影響が想定される。 

 

よって、憲法改正発議にあたっては、次の事項を強く求める。 

 

一 拙速な発議を行わないこと 

二 改正案ごとの具体的影響評価を明示すること 

三 国民に対する十分な情報提供と熟議期間を確保すること 

四 国民投票における情報環境の公正性を確保する措置を講ずること 

 

以上、地方自治の立場から強く要請する。 

 

【第３ 理由】 

 

１．憲法改正は国政事項であるが、その影響は地方自治体の行政実務・財政運営・住民生活に直

結する。 

 

２．地方自治法第99条は、国政に対する地域意思の反映を制度的に保障する規定である。 

 

３．十分な情報提供と熟議が確保されないまま発議がなされる場合、民主的正統性に重大な疑義

が生じ得る。 

 

４．地方議会が意見書を提出することは、地方自治の本旨に合致し、議会の責務に属する。 

 

【附記】 

 

本陳情は、特定政党を利する目的ではなく、 

地方自治の観点から慎重審議と国民的熟議の確保を求めるものである。 

 

以上。 
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陳情番号 １０４ 付議年月日 ８ ． ５ ． ２ ８  

件  名 県庁総合案内の改善について陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

総務政策常任委員会 
中郡二宮町山西１４３８－２７ 

高 橋 浩 二 

１．陳情の要旨 

 県庁を初めて訪れる県民にも分かりやすく安心して利用していただけるよう、総合案内につい

て、より親しみやすい対応や案内表示の充実を図っていただきたい。 

２．陳情の理由 

私は二宮町で地域活動などに関わっておりますが、今回、県議会常任委員会の傍聴のため初めて

神奈川県庁を訪れました。 

多くの職員の方々には丁寧に対応していただきましたが、一方で１階総合案内において、初来庁

者への案内がやや分かりづらく、不安を感じる場面がありました。 

例えば 

・初来庁者向けの簡単な見学案内 

・県庁の分かりやすいガイドマップ 

などがあると、県民にとってより開かれた県庁になるのではないかと思います。 

小さな改善ではありますが、県民サービス向上の一助として、ご検討いただけましたら幸いです。 
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陳情番号 １０７－１ 付議年月日 ８．６．２３  
 
 
 

 

件  名 藤沢市宮原地区における宗教施設（モスク）建設計画に関する陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

総務政策常任委員会 
横須賀市野比２－２０－１５ 

米 谷 八州春 外１２５人 

【陳情の趣旨】 

 

私たちは、藤沢市宮原地区で計画されている宗教施設（モスク）の建設について、地域住民の生

活環境、安全及び地域社会との調和の観点から強い懸念を抱いております。 

 

宗教の自由は憲法上尊重されるべき重要な権利であります。 

しかしながら、一定規模以上の宗教施設は、礼拝や集会等により短時間に多数の利用者が集中す

る特性を有しており、交通混雑、違法駐車、騒音、周辺環境への影響等、地域住民の生活環境に

大きな影響を及ぼす可能性があります。 

 

特に本計画は住宅地周辺における施設建設であり、地域住民に対して十分な説明や理解を得るた

めの対応がなされているとは言い難い状況です。 

 

また、現行制度においては、建築基準法及び都市計画法上の基準を満たしている場合であっても、

地域社会への影響、住民との調整、運営実態等について十分な検証が行われないまま計画が進行

する事例が存在しております。 

 

さらに、本建設計画における建築主及び将来の運営主体の実態についても、住民として大きな懸

念を抱いております。 

 

建築主は宗教法人名義となっている一方で、実際の資金拠出者、意思決定者、運営主体等につい

て十分な情報公開がなされておらず、宗教法人が実態を伴った責任主体であるかについて慎重な

確認が必要であると考えます。 

 

仮に、宗教法人が実質的な管理・運営責任を負わず、第三者が資金や運営を実質的に支配してい

る場合には、宗教法人制度の趣旨に照らしても適正性が問われる可能性があります。 

 

欧州諸国においては、大規模宗教施設の建設及び運営をめぐり、交通問題、住民対立、行政の後

追い対応等が社会問題化した事例も存在しており、神奈川県においても同様の混乱を未然に防ぐ

ため、慎重かつ適切な対応が求められます。 

 

よって、神奈川県に対し、下記事項について強く陳情いたします。 

 

【陳情事項】 

 

一、本建設計画が建築基準法、都市計画法その他関係法令に適合しているか、慎重な確認を行う

こと。 
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二、建築主とされる宗教法人が、実態を伴った責任主体であるかについて確認を行うこと。 

 

三、資金の出所、土地取得の経緯、運営体制及び責任の所在について、必要な範囲で実態確認を

行うこと。 

 

四、礼拝日及び集会開催時等における交通混雑、違法駐車、騒音その他生活環境への影響につい

て、関係機関と連携し必要な調査及び指導を行うこと。 

 

五、周辺住民への十分な説明、情報公開及び意見聴取の機会が確保されるよう必要な対応を行う

こと。 

 

六、今後、神奈川県内における大規模宗教施設建設について、地域社会との調和を図るための指

針及び制度整備について検討を行うこと。 

 

地域住民の生活環境と安全を守る観点から、行政による適切かつ慎重な対応を求め、ここに署名

いたします。 
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陳情番号 １０３－１ 付議年月日 ８ ． ５ ． ２ ５  

件  名 株式会社藤川商店における数々の条例違反に対する厳正な処分、並びに神奈川県の

ずさんな公文書管理と行政の不作為の是正を求める陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

総務政策常任委員会 
厚木市旭町４－１０－１９ ＦＪビル３０１ 

坂 根   輝 

●陳情の趣旨 

１無許可での大規模設備改修に対する徹底調査と厳正な処分の実施 

株式会社藤川商店が平成4年や2017年に行った製造設備の全面改修や最新鋭ミキサの導入などに

ついて、条例で義務付けられている「変更許可申請」等が行われていない疑いが強い。県に対し、

直ちに立入検査を実施し、条例違反の事実を解明した上で、厳正な処分を下すよう求めること。 

２指定事業所表示板の未設置に対する早急な是正指導 

「神奈川県生活環境の保全等に関する条例」第6条等により設置が義務付けられている「指定事

業所であることを示す表示板」が、同事業所に設置されていない。県に対し、速やかに現地確認

を行い、確実に設置させるよう指導を求めること。 

３自動車出入口の無許可変更に関する事実関係の調査と是正命令 

生コンクリートプラントを設置する事業所において変更許可が必要な「自動車の出入口の位置」

について、過去と現在で出入口が変更されているにもかかわらず、手続きが行われていない疑い

がある。この事実関係を調査し、違反状態の是正を命じるよう求めること。 

４長期間にわたる未申請・未届出状態の抜本的解消 

旧神奈川県公害防止条例に基づく「設置許可申請書」や「事業開始届出書」など、事業運営の根

幹に関わる手続文書が県において「不存在」とされている。同社が適法に事業を行っているか根

本から見直し、必要な申請・届出を遡って適正に履行させるよう県に求めること。 

５「指定工場基本台帳」の記載不備の是正と管埋体制の改善 

県から開示された「指定工場基本台帳」において、必須項目であるはずの「事業開始年月日」が

空欄のまま放置されている。このようなずさんな台帳管理の実態を究明し、適正かつ正確な情報

の管理体制を構築するよう求めること。 

６重要行政文書が「不存在」となる公文書管理体制の抜本的見直し 

指定工場・指定事業所に係る各種許可申請・届出書類が、県央地域県政総合センターのみならず

全庁的に「物理的不存在」とされた異常な事態について、県の公文書管理体制の不備を議会とし

て検証し、改善を促すこと。 

７文書廃棄プロセスの透明化と追跡可能な記録体制の整備 

行政文書が保存期間満了で廃棄された場合であっても、「保存文書等引渡書」に個別事業所名が

記載されていないため、廃棄の事実や経緯すら追跡できない運用が行われている。県民の知る権

利を保障するため、個別の事案が追跡可能な記録体制へ改めるよう求めること。 

８県央地域県政総合センターの「不作為」に対する是正勧告 

県民からの具体的な法令違反の通報に対し、担当課は「事実確認を行い、必要な対応を進める」

と回答しながら、実際には実効性のある対応を怠っている。この行政の不作為に対し、速やかに

具体的な行動を起こすよう強く指導すること。 

９厚木市など関係自治体・関連部局と連携した監視体制の構築 

当該事業所の違反事項を漏れなく是正するため、神奈川県単独での対応にとどまらず、騒音規制

等の窓口である厚木市生活環境課等の関連部局と緊密に連携した実効性ある監視体制を構築す

  
総陳第１０３号－１ ２－１  



るよう求めること。 

１０県内の指定事業所に対する定期的な監査・立入検査の強化 

本件のように、長期間にわたり事業者の条例違反が放置され、県の書類も散逸するという事態を

未然に防ぐため、県内の全ての指定事業所に対する定期的な監査や立入検査の仕組みを強化・徹

底するよう県当局に求めること。 

 

●陳情の理由 

１株式会社藤川商店に係る数々の条例違反と県の看過について 

同社はコンクリー卜圧送業等を行う指定事業所（指定工場）ですが、法令上義務付けられている

複数の手続を怠っている疑いが強く、県はこれを看過し続けています。 

（1）度重なる大規模設備改修に伴う変更許可申請等の不履行 

同社のWebサイ卜や会社情報図書によれば、同社は「平成4年8月に製造設備を全面改修」、「2004

年にベルトコンベヤー及びヤードの改良」、「2006年にコンクリート排水処理施設新設」、「2017

年に最新鋭ミキサ及び最新鋭操作盤の導入」など、複数回にわたり大規模な設備の変更を行って

います。これらは指定施設の種類・数・規模の変更等にあたり、旧神奈川県公害防止条例第7条

（指定工場等の位置等の変更の許可）や、現行の神奈川県生活環境の保全等に関する条例第8条

（変更の許可）および第10条（変更の届出）に基づく手続が必須です。しかし、行政文書公開請

求の結果、県はこれらの「変更許可申請書」や「変更完了届出書」を一切保有しておらず（物理

的不存在）、同社が無許可で設備の変更を繰り返してきたことは明白です。 

（2）自動車出入口の位置の無許可変更 

生コンクリートプラント等の施設を設置する指定事業所において、自動車の出入口の位置を変更

する場合は変更許可申請が必要とされています。同社は昭和46年当時と現在とで事業所レイアウ

トが大きく変わり、出入口も変更されているにもかかわらず、その申請が行われていません。 

（3）指定事業所表示板の未設置 

神奈川県生活環境の保全等に関する条例第6条（表示板の掲示）により、指定事業所の名称や許

可年月日等を記載した表示板を公衆の見やすい箇所に掲示することが義務付けられていますが、

同事業所には設置されておらず、明確な条例違反状態にあります。 

２神奈川県の極めてずさんな行政文書管理の実態について 

本件を通じて、県の公文書管理体制が機能していないことが露呈しました。 

（1）基本台帳における重要事項の記載漏れ 

県から開示された「指定工場基本台帳」には、許可年月日（昭和47年4月22日）の記載はあるも

のの、指定工場として最も基本的な情報である「事業開始年月日」が空欄のまま放置されていま

す。 

（2）文書の存在確認および廃棄の根拠すら追えない管理体制 

旧条例第3条に基づく「設置許可申請書」や第6条に基づく「事業開始届出書」など、事業の根幹

に関わる重要な当初の行政文書が存在していません。仮に保存期間満了で廃棄されたのだとして

も、文書課長等が作成した「保存文書等引渡書」には個別事業所名が記載されておらず、いつ、

いかなる根拠で廃棄されたのか（あるいは最初から提出されていなかったのか）の追跡すら不可

能な状態です。このことは県の行政の透明性と信頼性を著しく損なうものです。 

３県央地域県政総合センターの不作為について 

私は、令和8年1月9日付で県央地域県政総合センター環境保全課に対し、上記に類する条例違反

事項の是正を求める申出等を行いました。これに対し、県からは令和8年1月16日付で「通報内容

について事実確認を行い、必要な対応を進める」との回答を受領しました。しかしながら、同社

に対する立ち入り検査や是正指導など、実効性のある対応が速やかに行われている形跡はなく、

重大な違反状態が放置され続けています。 

総陳第１０３号－１ ２－２  



 

 
 
 

総 務 局 ・ 議 会 局  
共 管 陳 情  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



陳情番号 ８７ 付議年月日 ７ ． １ ２ ． １  

件  名 庁舎内における政党機関紙勧誘に伴う「心理的圧力」の調査結果を踏まえ、議員に

よる勧誘禁止の確認と職員を心理的圧力から保護する為の措置を求める陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

総務政策常任委員会 
横浜市旭区四季美台５５－６ 

ハラスメントから職員を守る神奈川県民の会 

代表 出 井 健三郎 

＜陳情理由＞ 

ハラスメントから職員を守る神奈川県民の会（県民の会）は、令和５年から庁舎内における政党

機関紙の勧誘が議員から職員へのハラスメントに当たり、政治的な中立性にも疑問があり、神奈

川県の市町村に陳情を出して改善を求めてまいりました。神奈川県と１６の市町村で陳情が採択

され、それをふまえて神奈川県と８の市町でアンケートがおこなわれ、実態が明らかになりまし

た。 

 

神奈川県では６月議会で陳情が採択され、今年８月に管理職を対象に調査を実施。４名が心理的

な圧力を感じた、うち２名がハラスメントを受けたと感じたと明確に回答しています。勧誘総数

は明らかにされていませんが、少なくとも２名の「ハラスメントを受けた職員がいる」ことは議

会として重く受け止めるべきです。 

 

全国では３５の自治体で、管理職員等を対象としたアンケート調査がおこなわれ、政党機関紙勧

誘を受けた管理職員の５７％（自治体平均値）が「議員から心理的圧力を感じた」と回答してい

ます。 

 

議員から職員への政党機関紙勧誘は、勧誘者の意図にかかわらず、「心理的圧力」が伴っている

ことは明らかであり、同時に、職員が庁舎内で政党機関紙を購読しお金のやりとりまですること

は政治的な中立性から見て疑念がいだかれる行為です。 

 

問題決着の在り方として、庁舎内では原則勧誘禁止を明確にしたうえで、職員個人の思想信条の

自由を担保できる形での救済措置の実施を求めます。 

 

具体的な提案です。庁舎内で配達・集金・勧誘を原則中止（禁止）しても、購読希望する職員に

とって問題がない社会環境になりました。 

 

① 議員による勧誘は庁舎内管理規定で明確に禁止されています。議員からの勧誘は、心理的圧

力やハラスメントを生じさせる事が実態調査で確認されていますので、ハラスメント防止の観点

から、電話を含め明確に禁止を確認する。 

 

② （議員から勧誘されることなく）職員が自発的に購読希望する際は、自身でウェブサイト等

から申し込むようにする。現在、しんぶん赤旗日曜版も含め各政党機関紙が電子化されています。

また、集金もクレジット決済が可能です。職員は、庁舎内での配達・集金が生じない購読方法を

選択することで、庁舎内の政治的中立性への疑念払拭に配慮できる。 

 

上記の実例として、群馬県渋川市では、ハラスメントへの懸念から議員から職員への全ての営業 
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行為を禁止する事を申しあわせました。また、愛知県あま市や栃木県壬生町では、アンケート調

査結果を踏まえて、全職員の政党機関紙契約を一旦白紙にし、自分の意志で購読したい方が再度

申し込む方法で対応しました。 

 

こうした先行自治体の取り組みを踏まえ、アンケート結果を真摯に受け止めるとともに、社会全

体から行政運営に向けられる厳しい視線を重く認識し、下記の対応についてご検討くださいます

ようお願いします。 

 

＜陳情項目＞ 

１．ハラスメント防止及び庁舎管理規則の観点から、庁舎内における議員による政党機関紙の勧

誘行為を禁止する旨を、改めて行政と議会で明確に確認し、徹底してください。 

 

２．心理的圧力を受けた結果、現在も購読を継続している職員への救済措置として、現行の契約

を一旦すべて中止し、継続を希望する職員には改めて自発的意思に基づいて申し込む手続きを検

討してください。 

 

３．職員が自発的に購読することは自由です。ただし、庁舎内の政治的中立性に疑念を生じさせ

ないため、配達・集金を伴わない電子版購読、または自宅への配達とする方法に切り替えられる

よう努めてください。 
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